
他県等の先⾏事例のご紹介

新潟県公⺠協働プロジェクト検討プラットフォーム 御中

2019年10⽉16⽇

資料１



1Confidential – 公⺠協働プロジェクトに関する他県等の先⾏事例のご紹介 - All Rights Reserved - Ernst & Young ShinNihon LLC. 2019

1. 空港コンセッション
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各空港の進捗状況・今後のスケジュール（予定）

仙台、関空・伊丹、⾼松、神⼾、静岡、福岡で⺠間による事業運営が開始され、今後は、熊本・北海道内空港・広島
等の運営委託が予定されている。

1. 空港コンセッション

（＊） MS︓マーケットサウンディング

H28年度 H29年度 H30年度
H31年度
（R1年度） Ｒ2年度

仙台空港 事業開始
（H28.7~）

⾼松空港 公募⼿続 選定・引継 事業開始
（H30.4~）

神⼾空港 公募⼿続 選定・引継 事業開始
（H30.4〜）

福岡空港 MS
スキーム検討 公募⼿続 選定・引継 事業開始予定

（H31.4〜）

関⻄国際空港（関空）
⼤阪国際空港（伊丹）

事業開始
（H28.4~）

富⼠⼭静岡空港 MS
スキーム検討 公募⼿続 選定・引継 事業開始予定

（H31.4〜）

北海道内空港 基礎調査 MS
スキーム検討 公募⼿続 選定・引継 事業開始予定

(R2年度)

熊本空港 MS
スキーム検討 公募⼿続 選定・引継 事業開始予定

(R2.4頃)

広島空港 基礎調査 MS
スキーム検討 公募⼿続 選定・引継 事業開始予定

(R3.4頃)

Ｒ3年度
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⾼松空港（事業開始後の状況）

⾼松空港は、平成30（2018）年4⽉より⺠間による事業運営を開始して以降、エアライン誘致、空港の利⽤促進、
空港を起点とした地域の魅⼒向上、交通アクセスの充実などの施策に取り組み、旅客数を伸ばしている。

1. 空港コンセッション

2017年度
（実績）

2018年度
（実績）

2019年度
（⽬標）

旅客数 200 万⼈ 209 万⼈ 222 万⼈

国内 170 万⼈ 177 万⼈ 186 万⼈

国際 30 万⼈ 32 万⼈ 36 万⼈

取扱貨物量 0.6 万トン 0.6 万トン 0.7 万トン
（⾼松空港エアライン誘致等協議会資料よりEY作成） （⾼松空港エアライン誘致等協議会資料）

旅客ビルの増築

既存旅客ビルの
リニューアル

事務所棟の新設
駐⾞場の容量拡⼤

クリーンエリア内の商業スペースの拡⼤ 空港キャパシティの拡充出発まで快適に楽しめる空間づくり
【フードコート】 【ターミナル】【ラウンジ】

（⾼松空港マスタープラン）
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北海道内空港

道内全体の発展・活性化に向けて、新千歳空港だけでなく道内にある複数の空港の連携・⼀体運営がカギとなった。

1. 空港コンセッション

資料） 明⽇の⽇本を⽀える観光ビジョン構想会議資料（2016年3⽉30⽇）
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広島空港

官⺠で空港経営改⾰を推進するため、広島県空港振興協議会に「空港経営改⾰推進委員会」を設置し、地域の機
運醸成に向けた広島空港の将来⽬標等を官⺠で取りまとめ県へ提⾔された。

1. 空港コンセッション

区分 職名 ⽒名

委員⻑ 広島商⼯会議所副会頭 廣⽥ 亨

副委員⻑ 広島県空港港湾部⻑ 宮津 智⽂

委員

福⼭商⼯会議所会頭 林 克⼠

尾道商⼯会議所会頭 福井 弘

広島県商⼯会連合会専務理事 ⽯井 正朗

⼀社）中国経済連合会常務理事 ⾕⼝ 雅彦

広島経済同友会代表幹事 池⽥ 晃治

広島県中⼩企業団体中央会会⻑ 伊藤 學⼈

公社）広島県バス協会会⻑ 椋⽥ 昌夫

⼀社）⽇本旅⾏業協会中四国⽀部⻑ ⼤⼩⽥ 博之

広島空港ビルディング㈱代表取締役社⻑ ⼭本 健⼀

⻄⽇本旅客鉄道㈱広島⽀社副⽀社⻑ 飯⽥ 稔督

広島市道路交通局⻑ ⾕⼭ 勝彦

三原市経営企画部⻑ ⼭⼝ 秀充

東広島市政策企画部⻑ ⻄村 克也

外部委員
関⻄外国語⼤学教授 引頭 雄⼀

⼀社）せとうち観光推進機構事業本部⻑ 村橋 克則

【空港経営改⾰推進委員会 構成員】

（平成29年11⽉7⽇現在）

【空港経営改⾰推進委員会からの県への提⾔書】

（提⾔書参考資料より抜粋）
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2. 第三セクター鉄道
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北近畿タンゴ鉄道（1/2）

利⽤者の減少、設備の⽼朽化等の課題を抱える中、⺠間事業者が参⼊しやすいスキーム（上下分離による鉄道事業
再構築）を提⽰し、純粋⺠間事業者による⾃由な経営を可能にする環境を整備した。

2. 第三セクター鉄道

（京都府資料）
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北近畿タンゴ鉄道（2/2）
2. 第三セクター鉄道

【WILLER TRAINS（株）による鉄道事業運営開始（H27.4）】

（2019/6/29 ⽇本経済新聞）

l くろまつ号・あかまつ号・あおまつ号

l 114km Selection

l MaaS（実証実験）
沿線地域に提供予定のスマホ向けWILLER
MaaSアプリの拡張機能として、様々な移動⼿
法・周辺施設におけるQRコードでの⼀括予約・
決済機能導⼊の効果を測定

l 「海の京都」
（沿線⾃治体の取組）

（京都府資料）

（京都丹後鉄道HP）

（京都丹後鉄道HP）
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3.総合ユーティリティ
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⼤津市（⽇本初「官⺠出資型総合ユーティリティ」構想）（1/2）

ガスの⼩売全⾯⾃由化による競争環境の劇的な変化を背景に、「低廉」で、「安全」かつ「安⼼」なサービス提供を可能
にするインフラを維持し、持続可能な事業とするための経営改⾰を実施した。

3. 総合ユーティリティ

（⼤津市資料）
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⼤津市（⽇本初「官⺠出資型総合ユーティリティ」構想）（2/2）
3. 総合ユーティリティ

（2018/10/25 ⽇本経済新聞） （2019/4/2 ⽇本経済新聞）
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都道府県別上場会社数（マップ）

上場企業の売上高合計
約２兆５千億円

都道府県別上場会社数 3,760社
（注）調査時点（2018年12月31日時点）の上場会社数（本店所在地にて集計）

新潟県内に本社を置く企業に対して、ＩＰＯ（新規上場）に繋げられるような支援・応援をし、結果とし
て新潟県の上場企業を増やすことが新潟県経済の活性化にも繋がると考える。そのためにはＮＩＣＯを積
極活用し、投資・育成をもっと強力に推進すべきである。
（参考）ハードオフコーポレーションも約20年前にＮＩＣＯ（当時：新潟県中小企業振興公社）から出資
を受けたことで、上場に向け大きく背中を押していただいた（ＮＩＣＯの出資によるＩＰＯ第１号）。

出所；㈱東京証券取引所作成資料より
ハードオフコーポレーション作成

全国の企業数 3,866,537社…1,000社に1社が上場
新潟県の企業数 8,3414社 …1,000社に0.4社が上場
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順位 都道府県 人口（人） 参考；ＧＤＰ（10億円）

1 東京都 13,935,651 104,339

2 神奈川県 9,199,037 33,919

3 大阪府 8,822,977 39,107

4 愛知県 7,552,310 39,559

5 埼玉県 7,336,524 22,332

6 千葉県 6,277,759 20,219

7 兵庫県 5,465,167 20,495

8 北海道 5,276,380 18,961

9 福岡県 5,109,800 18,861

10 静岡県 3,640,443 17,292

11 茨城県 2,868,148 12,992

12 広島県 2,808,786 11,941

13 京都府 2,583,102 10,345

14 宮城県 2,303,542 9,482

15 新潟県 2,223,256 8,846

16 長野県 2,050,600 8,558

17 岐阜県 1,990,226 7,552

18 栃木県 1,942,928 9,016

19 群馬県 1,938,178 8,667

20 岡山県 1,891,914 7,788

新潟県に本社を置く上場会社 38社

シード平和,金下建設,アミタホールディングス,宝ホールディングス,
ファーマフーズ,グンゼ,白鳩,オンリー,ハウスドゥ,ジェイ・エス・ビー,

ダイニック,ワコールホールディングス,フジックス,
クラウディアホールディングス,システムディ,フェイス,第一工業製薬,

三洋化成工業,日本新薬,ファルコホールディングス,
ワタベウェディング, トーセ,京進,コタ,互応化学工業,ヤマシナ,
日東精工,京都機械工具,サンコール,ＴＯＷＡ,サムコ,ニチダイ,

ユーシン精機,エスユーエス, 日本電産,第一精工,日新電機,オムロン,
不二電機工業,シライ電子工業,オプテックス・エフエー

ジーエス・ユアサコーポレーション,エスケーエレクトロニクス
星和電機,マクセルホールディングス,京写,堀場製作所,ローム,京セラ
村田製作所,ニチコン,三菱ロジスネクスト, たけびし,島津製作所

ＳＣＲＥＥＮホールディングス,ＮＩＳＳＨＡ,野崎印刷紙業,任天堂
松風,ムーンバット,ニッセンホールディングス,京都銀行

フューチャーベンチャーキャピタル,アイフル,京福電気鉄道
ＳＧホールディングス,中央倉庫,京都ホテル,ＪＥＵＧＩＡ

王将フードサービス

都道府県人口ランキング

人口、ＧＤＰはほぼ同水準、
上場企業数は２分の１！

京都府に本社を置く上場会社 70社

出典；各都道府県ＨＰ,内閣府「県民経済計算」 2
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航空機産業クラスター形成に係る支援 －特定投資の実施－
 新潟市が進めるNIIGATA SKY PROJECT ※ の一環として、航空機部品に係る受注活動等を担う、県内航空機産業クラス

ターの中核会社として新潟エアロスペース(株)（以下「当社」）を立ち上げ（2019/1に特定投資を実施）。
 事業連携する航空機産業クラスター「NSCA」は、新潟市主導のもと約10年前に発足。クラスター参画企業は、行政支援

を受けつつ、それぞれに事業推進してきたところ。今後、更なる産業振興をはかるためには、参画企業各社の営業ノウハ
ウ向上やクラスター内でのより強固な連携等が必要となっているところ。

 当行は、航空機産業への豊富な取組実績及び業界知見等により、当社を通じた国内外の営業展開及びNSCA参画企業間の
連携による一貫生産体制の構築等を支援し、県内における航空機産業の基幹産業化に向けた活動を引き続き行っていく。
※航空機分野への企業参入支援を通じた新たな産業創出等を目的に新潟市が主導している官民連携のプロジェクト。

連携

新潟エアロスペース(株)

当行

双日エアロスペース㈱

敦井産業㈱

出資/営業ﾉｳﾊｳ等

県内航空機クラスターの中心企業
佐渡精密㈱ ㈱柿崎機械 新潟メタリコン工業㈱

国内重工
海外メーカー等

営業活動

発注

出資/業界知見等

出資/地元ﾈｯﾄﾜｰｸ

【事業内容】
 航空機部品にかかる受注活動
 一貫生産体制の構築に向けた支援活動
 県内連携企業の拡大に向けた活動

新産業の創出・産業の高度化

スキームイメージ
新潟県・新潟市

活動支援等
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